【申請様式2017-2】事業者概要

事業者概要
（申請時の申請事業者の概要を記入いただくものです。）

	申請事業者
	

	代表者名
	

	売上高
	 

	業　種
	 

	事業内容
※売上割合が高い順にご記入ください

	 

	設立年月日
	 

	資本金
	 

	従業者数
	・役員    ：            　　　　     名

・正社員  ：                　 　　　名
・契約社員：                　　　　 名

・受入派遣社員：            　　　　 名

・受入出向社員：            　　　　 名

・パート・アルバイト等：     　　　　名

・ボランティア：            　　　 　名

                              　　　　 

                  合計     　　　　名

	事業者のURL
	 

	個人情報保護方針

を表示するURL
	 

	個人情報の入力（取得）を行う全てのURL
	・

・

・

	所属する企業グループ名
	 


【記入上の注意】この行以下は、提出時に削除されても問題ありません。
1. A4縦の用紙を使用してください。

2. 業　種　　　 ：売業、製造業その他の事業者であっても（補聴器の製造・販売など）、医療情報等の機微な個人情報を主として取り扱う保健医療福祉分野の事業を営む事業者においては、保健医療福祉サービスの一環の事業と認識し、事業者の区分はサービス業として区分します。
3. 事業内容　　 ：売上高の多い順にその事業内容を簡潔に記入すること。記入された主要な事業によって業種を決定します。フランチャイザーの場合は、その名称を記入してください。

4. 従業者数 　  ：教育対象となる従業員（ボランティア、パートタイマー、アルバイト等含む）及び役員（取締役、執行役員、理事、監査役、監事）、派遣社員、外部からの出向社員、委託先の従業者（窓口業務等を業務委託した際に委託元で委託業務に従事する委託先の従業者）等の人数を雇用形態ごとに分けて記入してください。

医療法人、財団法人など資本金がない場合（登記簿謄本等で記載がない場合）は、事業者の規模を従業者数で識別するので、正確に記入してください。人数が変動する場合は、過去１年間の最大数とします。

1) 役員　：役員は、取締役、執行役員、理事、監査役、監事、会計参与を指します。なお、
役員は常勤、非常勤に関らず登記簿謄本、もしくは定款及び寄附行為に記載に記入
された全員が従業者の対象となります。
2) 正社員：雇用契約で雇用期間（定年退職を除く）の定めのない者を指します。なお、外部へ
出向している従業者は正社員に含めてください。

3) 契約社員：雇用契約で雇用期間が定められている（有期である）者を指します。
4) 受入派遣社員：申請事業者以外の事業者から申請事業者に派遣されている者を指します。
5) 受入出向社員：申請事業者以外の事業者から申請事業者に出向している者を指します。
5．URL　　　　　：ない場合は　なし　と記入してください。

6. 企業グループ名：この欄の記入は任意である。企業グループとして、同一の個人情報保護マネジメントシステムをベースに運用している場合、企業グループ名及び中核会社の名称を記述してください。グループ企業として同一時期に受審したい場合、受審したい企業名をこの欄に記入するか、別紙として添付してください。ただし、同一時期の審査を希望する場合、スケジュール調整のため現地審査が遅くなる可能性があることに留意する必要があります。
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